
重点目標４－３ 働きやすく働きがいのあるまち

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ファミリー・サポー

ト・センター運営

事業

福祉部

〈子育て支援課〉

1,250

(1,380)

勤労者が仕事と育児を両立し、安心して働くことができる環境づくりを推進す

るため、育児の援助を受けたい人と育児の援助を行いたい人を登録し組織化した

「ファミリー・サポート・センターみやざき」を運営します。

○主な事業内容

・会員登録

・育児援助者養成講習(年3回)

・会員ニュース発行

・活動推進協力者会議開催(月1回)

・会員交流会 など

ファミサポ多子・

ひとり親世帯支援

事業

福祉部

〈子育て支援課〉

470

(560)

仕事と子育ての両立を支援するため、多子世帯の会員が第3子以降の子どもを

預ける場合、又はひとり親世帯の会員が子どもを預ける場合、援助会員に支払う

報酬の一部を助成します。

○主な事業内容

・対象者 ファミリー・サポート・センター依頼会員のうち、所得が

児童手当支給水準以下の多子世帯会員、ひとり親世帯会員

・補助額 活動1回当たり1時間ごとに報酬から所得水準に応じた

自己負担額を差し引いた額(上限1回2時間・年度80時間)

シルバー人材

センター助成事業

観光商工部

〈商業労政課〉

12,583

(14,143)

高齢者の生きがい増進と社会参加の促進に取り組むシルバー人材センターの

健全な運営を支援するため、運営費の補助を行い、高齢者の短期的就労機会の確

保を図ります。

雇用促進事業

観光商工部

〈商業労政課〉

経済力

1,136

(1,226)

勤労者の福祉及び職業能力の向上を図るため、関係機関と連携し、中小企業の

福利厚生事業に対する補助や技能五輪全国大会等出場者の支援を行います。

○主な事業内容

・中小企業福利厚生事業補助 500

・技能五輪全国大会等出場者激励金 210

依頼会員

事前打ち合わせ
報酬の授受

登録

援助依頼

援助会員

ファミリー・サポート・センター

援助活動

援助会員紹介 依頼会員紹介

活動報告
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重点目標４－３ 働きやすく働きがいのあるまち

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

認定職業訓練助成

事業

観光商工部

〈商業労政課〉

経済力

2,700

(2,700)

優れた熟練技能を次世代へ継承するため、職業訓練法人宮崎職業訓練協会が宮

崎高等技術専門校で行う職業訓練課程に対し助成するとともに、認定職業訓練を

受けさせた事業主に補助金を支給し、地域産業の担い手の育成を図ります。

○事業内容

・認定職業訓練事業補助 2,250

・認定職業訓練企業者補助 450

中小企業退職金

共済加入促進補助

事業

観光商工部

〈商業労政課〉

6,000

(6,000)

中小企業勤労者の福祉を向上させるため、退職金共済制度に新規・追加加入

した事業主に対して掛金の一部を助成し、事業主の負担軽減と公的退職金制度へ

の加入促進を図ります。

○事業内容

・補助対象者

市内に事業所を有する事業主で、新規に中退共・特退共に加入

又は新規雇用者を追加加入させ、1人当たり（パートタイマーを

含む）5,000円以上納付したうえで一定の要件を満たすもの

・補助額 1人当たり5,000円(1回限り)

青少年プラザ

指定管理料

観光商工部

〈商業労政課〉

800

(850)

勤労青少年の健全育成を図るため、青少年プラザにおいて、教養や資格取得な

どの各種講座の開催やクラブ活動の支援などを行います。

○主な事業内容

・主催講座等の開催及びクラブ活動の支援

指定管理者 宮崎市社会福祉事業団・シルバー人材センター共同体

指定期間 平成23年10月～平成28年3月

※ 北部老人福祉センターとの複合施設

就職マッチング

推進事業

観光商工部

〈商業労政課〉

経済力

2,300

(2,300)

就職に向けての支援を強化するため、就職に結びつきやすい効果的な講座や、

地元企業への就職を促進する就職説明会などを開催することにより、本市の産業

を支える人材を育成し、求職者の地元定着を図ります。

○主な事業内容

・就職支援講座

・企業と学校（進路指導担当職員）との情報交換会

・合同企業就職説明会

○新
高齢者就業機会

拡大事業

観光商工部

〈商業労政課〉

1,800

生涯現役社会の実現に向けて、シルバー人材センターのさらなる活性化を推進

するため、高齢者の就業ニーズに沿った業務メニューの追加など、新規会員の加

入促進を図ります。

○主な事業内容

・屋内作業、事務的作業の拡大

・就業に向けた研修
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重点目標４－３ 働きやすく働きがいのあるまち

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

企業誘致の推進

観光商工部

〈工業政策課〉

経済力

382,030

(346,680)

宮崎 360,927

清武 21,103

産業の振興及び雇用の拡大により地域経済の活性化を図るため、企業訪問や各

種展示会への出展等を通じ企業誘致活動を展開するとともに、立地した企業に対

する各種助成制度を設け、企業の立地を促進します。

○事業内容

・企業立地奨励金交付事業 375,400

・企業誘致事業 4,130

・県央地区企業立地促進事業 2,500

宮崎ハイテク工業団地（高岡町高浜）

倉岡ニュータウン

業務用地分譲事業

観光商工部

〈工業政策課〉

【宅地造成事業特会】

215,660

(201,534)

住宅団地及び業務用地の複合型団地として開発を行った倉岡ニュータウンに

おいて積極的な企業誘致活動を展開するため、適切な管理等を行い、業務用地の

円滑な分譲を図ります。

○倉岡ニュータウン業務用地の概要

・分譲面積 61,448.22㎡

うち分譲中面積 30,035.36㎡

〈内訳〉有効面積 19,630.57㎡

法面面積 10,404.79㎡

名称 予算額 内容

立地企業助成金 272,795

投資額の4％(地場企業2％)、新規雇

用者1人当たり30万円、企業立地促

進地区加算額、特定集積業種操業加

算額を助成

固定資産税助成金 58,049

事業用建物・償却資産の固定資産税

相当分を3年間助成

初年度100％、2年目80％、3年目60％

事業所税助成金 32,383 事業所税相当額を3年間助成

オフィス等賃借助成金 12,173

事業所の賃借費の1/2以内で24か月

分（増設の場合：1/3以内で12か月

分）を助成

計 375,400
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